
令和7年度　主要事業評価シート

　　　

Ｈ 年度 ～ Ｒ 年度

①
基
本
事
項

施
策
体
系

22008

-

低額所得者等の住宅確保要配慮者

民間活用市営住宅事業

01：一般会計

事業手法

施策の方向

重点プロジェクト

02：住環境の向上

01：住宅セーフティネットの確保

-

01:快適さを支える生活基盤の向上

計画コード

施策の大綱

基本施策

②
事
業
概
要

（
P

）

事業の必要性（経緯・背景等）

住宅セーフティネットの中心的な役割を担う市営
住宅の老朽化が進む中、財政的負担の軽減を図
るため、民間活力を活用した効率的な住宅供給
が求められている。

直営

08：土木費

一部委託 全部委託

部

課

予
算
科
目

会計 担当部署

建設部
05：住宅費

01：住宅管理費

事業名 評価分類

款

項

目

A1

建築住宅課
住まい推進Ｇ

補助等 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事業の対象（誰に、何に対して）

事業期間 主な根拠法令等 公営住宅法、亀山市営住宅条例　ほか22

事業の目的（どのような状態にしたいのか） 事業の内容（どのような取組を行うのか）

住宅確保要配慮者の住居の確保を図るとともに、
市営住宅の効率的な運営を図る。

民間賃貸住宅を市営住宅として借り上げ、住宅確保要配慮者に供
給する。

地方債

その他

一般財源

事業費

0千円
計
画
額

13,926千円

26,417千円

62,900千円

20,200千円

20,000千円

22,700千円

54,444千円

20,200千円

0千円

13,140千円

21,104千円

71,300千円 54,473千円 56,331千円

22,300千円 15,235千円 24,400千円 17,169千円 19,800千円 17,160千円

国・県支出金

地方債

その他

一般財源

14,543千円 16,228千円

①期間内計画額（R4-7） 271,600千円 ②期間外計画額（R8-） -  ①＋②総計画額

16,187千円

0千円

54,444千円

14,101千円

0千円

0千円 0千円

0千円 0千円

57,700千円

271,600千円

③
事
業
の
実
施
状
況

（
P
・
D

）

24,682千円 23,572千円 22,969千円

活動実績

（計画通り実施できたか）

ホームページの更新を行い、事業の概要
や仕組み、採用基準等について幅広く周
知を行った。また、市内業者に対して民間
賃貸住宅の建築に繋がるよう事業の概要
等を説明するなどの働きかけを行ったが、
令和4年度は民間賃貸住宅の借り上げの
応募には至らなかった。

市内事業者から事業計画の申請があっ
たため、8月に借上型市営住宅選定委員
会を開催し、審査の結果、採用決定と
なった。また、ホームページの閲覧等によ
り本事業に興味をもった市内及び市外事
業者に対して事業概要等の説明を行っ
た。

令和5年度に採用決定となった東御幸町
地内の民間賃貸住宅（新築1棟5戸）につ
いて、7月から市営住宅として借り上げ、
住宅確保要配慮者へ提供した。
また、12月に高塚町地内において、事業
計画申請（新築1棟5戸）があったため、
借上型市営住宅選定委員会を開催し、
審査の結果、市営住宅として採用決定と
なった。

令和６年度に採用決定となった高塚町地
内の民間賃貸住宅（新築１棟５戸）につい
て、令和８年２月から市営住宅として借り
上げ、住宅確保要配慮者へ提供した。ま
た、令和７年５月に、川合町地内における
事業計画申請（新築１棟４戸）があったた
め、借上型市営住宅選定委員会を開催
し、審査の結果、市営住宅として採用を決
定し、令和７年度末に借上型市営住宅と
して位置付けた。

事業計画

○民間賃貸住宅の借上 ○民間賃貸住宅の借上 ○民間賃貸住宅の借上 ○民間賃貸住宅の借上

令和４年度年度

決
算
額

事業費

国・県支出金

17,160千円

令和５年度 令和６年度 令和７年度

予
算
額

15,233千円 17,169千円

24,200千円 13,200千円 28,400千円 15,100千円 16,400千円 16,489千円

24,800千円 26,038千円 26,900千円 24,701千円 21,500千円 22,682千円

54,458千円 56,969千円 56,316千円

79,700千円 56,970千円



（令和7年度予算額の内訳）

継続（現状維持）

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業展開

成果判定 C

継続（現状維持）

B

継続（現状維持）

B

（
再
掲

）

実績値

事業の対象

低額所得者等の住宅確保要配慮者 住宅確保要配慮者の住居の確保を図るとともに、市営
住宅の効率的な運営を図る。

事業の目的

130

104

計画値

実績値

説明等

市営住宅として借り上げた民間賃貸住宅の戸数
95

民間賃貸住宅の借上戸数（累計）

指標名 区分単位 令和4年度種別

成果

令和5年度 令和6年度

⑥
課
題

（
Ｃ

）

⑦
事
業
の
展
開

（
Ａ

）

事業の達成状況等を踏まえた課題事項

不安定な国際情勢等により、建設工事等に係る資材費の高騰や資材不足、人件費の高騰等を受
け、事業計画申請につながらない状況である。また、物価高騰や高齢化の進展、一人親世帯の増
加等により、住宅に困窮する低額所得者は増加傾向にある。
住宅に困窮する低額所得者など、住宅確保要配慮者の住居を確保するため、引き続き幅広く事業
者への働きかけを行い、民間活力を活用した市営住宅の更なる供給を進める必要がある。

方向性

改善・見直し内容

令和9年度以降で対応するもの令和8年度で対応する（した）もの

１次評価者

最終評価者

継続（現状維持） 現状どおり事業を継続する
【
履
歴

】

令和７年度末に新たに借上型市営住宅として位
置付けた川合北住宅（新築１棟４戸）の借り上げ
を開始するとともに、住宅に困窮する低額所得
者等に対し住宅を提供する。
また、新たな民間賃貸住宅の借り上げに当たっ
ては、住宅ストックの有効活用を図る観点から、
既存住宅の借り上げを模索する。

令和11年度の住生活基本計画の改訂に向け
て、民間賃貸住宅を活用した市営住宅の供給目
標戸数の見直し等の検討を進める。

⑤
成
果

（
Ｃ

)

判定

B
まずまず成果を得た

事業実施により得られた成果（誰に（何に）対してどのような効果があったか

令和８年２月から、新たに高塚町地内の民間賃貸住宅（新築１棟５戸）を市営住宅と
して借り上げ、耐用年数を超過し老朽化が著しい住山住宅から２世帯の住替えを行
うことができた。残りの３戸については、令和８年３月に公募し、令和８年４月以降に入
居予定である。また、新たに川合町地内の民間賃貸住宅（新築１棟４戸）を市営住
宅として位置付け、令和８年度に借り上げ及び入居を開始予定であり、住宅確保要
配慮者の住宅確保と民間活用による運営の効率化を進めることができた。

④
指
標

（
Ｃ

）

建設部　建築住宅課 住まい推進ＧＬ　中森　忠幸

建設部　建築住宅課長　種村　徳之

継続（現状維持）

B

計画値

戸

計画値

前年度からの繰越額

当年度の最終予算額

次年度への繰越額

0千円

56,331千円

0千円

令和7年度

100

実績値 90

110

90

120


